
                            ２０２１年３月１０日

大 阪 商 工 会 議 所

公益社団法人 関西経済連合会

「第８１回経営・経済動向調査」結果について
＜調査概要＞

◆調査目的  大阪商工会議所と関西経済連合会は、会員企業の景気判断や経営の実態について把握す

るため、四半期ごとに標記調査を共同で実施している。

◆調査期間  ２０２１年２月１０日（水）～２月２５日（木）

◆調査対象  １，５８４社（大阪商工会議所・関西経済連合会の会員企業）

◆調査方法  調査票の発送・回収ともにファクシミリ

◆有効回答数 ３５６社（有効回答率２２．５％）

【調査結果の特徴】

１ 国内景気について （単数回答）

～足もと、マイナス幅は拡大するも、先行きは改善を見込む

○ ２０２１年１～３月期における国内景気は、ＢＳＩ値（「上昇」回答割合－「下降」回答割合）▲２

９．５と、マイナス幅が拡大し、９期連続のマイナス。

○ 先行き４～６月期はＢＳＩ値１３．９とプラスに転じ、７～９月期もＢＳＩ値２２．８とプラス幅

が拡大するなど、景況感は改善が続く見込み。

○ 規模別では、１～３月期は大企業でＢＳＩ値▲２１．３と２期ぶりのマイナス。中小企業はＢＳＩ

値▲３６．５とマイナス幅が拡大し、９期連続のマイナス。

２ 自社業況について （単数回答）

～２期ぶりのマイナス。先行きは慎重ながらも、改善を見込む

○ ２０２１年１～３月期における自社業況について、ＢＳＩ値は▲１５．０と、２期ぶりのマイナス。

○ 先行き４～６月期はＢＳＩ値▲４．６と引き続きマイナス圏を推移。７～９月期にはＢＳＩ値４．

３と慎重ながらも改善を見込む。

○ 規模別では、１～３月期は大企業でＢＳＩ値が▲２．５と３期ぶりのマイナス。中小企業はＢＳＩ

値▲２５．７とマイナス幅が拡大し、６期連続のマイナス。
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３ 設備投資計画について

（１）来年度（２０２１年度）の設備投資計画の予定額や規模に影響を与えた事項

（３項目内複数回答）
～「デジタル化・ＤＸ促進」が最多

○ 来年度（２０２１年度）の設備投資計画の予定額や規模に影響を与えた事項について尋ねたところ、

「デジタル化・ＤＸ促進」（３９．３％）が最多。以下、「テレワークなど働き方の多様化」（２７．

０％）、「国内外での需要の増加」（２６．７％）、「国内外での需要の減少」（２４．２％）、「自社の調

達・生産・販売網等の見直し」（１９．１％）と続く。

○ 規模別でも、大企業、中小企業ともに「デジタル化・ＤＸ促進」が最多。大企業では半数超（５０．

６％）に上る。

○ 業種別では、製造業は「国内外での需要の増加」（３９．３％）が約４割で最多となるものの、非製

造業では１割台後半（１７．５％）に止まり、業種で明暗。非製造業では「デジタル化・ＤＸ促進」

（４２．７％）、「テレワークなど働き方の多様化」（３５．０％）が、製造業と比較して割合が高い。

（２）来年度（２０２１年度）の設備投資計画（単数回答）

～７割超が設備投資を予定

○ 来年度（２０２１年度）の設備投資計画について尋ねたところ、７割超（７２．３％）の企業が「実

施予定」と回答。実施予定の企業のうち、今年度よりも「増額する」が４割弱（３８．６％）、「ほ

ぼ同額」が３割台半ば（３５．９％）、「減額する」が２割台半ば（２５．５％）。

○ 昨年度調査と比較すると、実施予定の企業のうち、「増額する」企業の割合が減少（昨年度４６．

３％→今年度３８．６％）し、「減額する」企業の割合が増加（昨年度１８．３％→今年度２５．

５％）。

○ 規模別では、実施予定の企業のうち、大企業は「増額する」または「ほぼ同額」と回答した企業の

割合が増加（増額：昨年度３８．９％→今年度４２．３％、同額：昨年度３８．９％→今年度４３．

９％）。他方、中小企業は「減額する」企業の割合が大幅に増加（昨年度１４．２％→今年度３６．

７％）。

○ 業種別では、製造業は「増額する」企業の割合が減少（昨年度５４．１％→今年度３７．９％）し、

「ほぼ同額」の割合が増加（昨年度２４．８％→今年度３７．１％）。一方、非製造業は、「減額す

る」企業の割合が増加（減額：昨年度１６．１％→今年度２５．９％）。

（３）設備投資を実施する目的（３項目内複数回答）

～「生産性向上・省力化」「ＩＴ・デジタル化促進」「設備の更新」などが上位

○ 来年度（２０２１年度）の設備投資を実施する予定の企業の投資目的について尋ねたところ、「生産

性向上・省力化」が４割台半ば（４４．２％）で最も多く、「ＩＴ・デジタル化促進」（３６．７％）、

「設備の更新」（３６．７％）などが上位。

○ 規模別では、中小企業で「生産性向上・省力化」（４７．７％）、「（老朽）設備の更新（または代替）」

（３９．８％）、「製品の高度化・品質向上」（３５．２％）が大企業に比べ割合が高い。

○ 業種別では、製造業は「生産性向上・省力化」（５５．２％）、「設備の更新」（４２．２％）、「製品

の高度化・品質向上」（３６．２％）が上位。非製造業では「ＩＴ・デジタル化促進」（４７．４％）、

「生産性向上・省力化」（３４．８％）、「設備の維持・補修」（３２．６％）と続く。

＜添付資料＞

・資料１「第８１回経営・経済動向調査」結果概要

・資料２「第８１回経営・経済動向調査」結果集計表                   以上
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＜概 要＞
調査対象：大阪商工会議所・関西経済連合会の会員企業 １,５８４社
調査時期：２０２１年２月１０日～２月２５日
調査方法：調査票の発送･回収ともＦＡＸによる
回答状況：３５６社（有効回答率２２．５％） （大企業：１６４社、中小企業：１９２社）

企業区分は、中小企業基本法に準拠し、次を中小企業とする。
（製造業他：資本金3億円以下、卸売業：資本金1億円以下、小売業・サービス業：資本金5千万円以下）

 規模・業種別回答状況：

第８１回経営・経済動向調査

＜目次＞
１．国内景気 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２
２．自社業況 総合判断・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３
３．自社業況 個別判断・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ４
４．設備投資計画について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ８
参考（BSI値の推移）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １１
参考（国内景気判断と自社業況判断の推移）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １２

大阪商工会議所 公益社団法人 関西経済連合会

※グラフの数値は、端数処理（四捨五入）の関係で、文章の数値と一致しないことがあります。

資料１

大 企 業 中小企業 計 大 企 業 中小企業 計

食料品 3 4 7 卸 売 業 15 41 56
繊維工業・製品 4 2 6 小 売 業 4 7 11

パルプ・紙製品 1 4 5 出版・印刷 0 6 6
化学工業 15 8 23 建設業・各種設備工事 21 17 38

鉄鋼 6 5 11 不動産業 8 5 13
非鉄金属・金属製品 8 13 21 運輸・通信業 5 9 14

一般機械器具 5 5 10 金融・保険業 12 3 15
電気機械器具 9 6 15 電気・ガス・水道業 0 1 1

輸送用機械器具 6 1 7 サービス業 26 26 52
精密機械器具 1 1 2

その他製造業 15 28 43
計 73 77 150 計 91 115 206

製造業 非製造業
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＜足もと＞
２０２１年１～３月期における国内景

気は、前期と比べ「上昇」と見る回答が
１３．５％、「下降」と見る回答は
４３．０％。

この結果、ＢＳＩ値（「上昇」回答割
合－「下降」回答割合、以下同じ）は
▲２９．５と、２０年１０～１２月期実
績（▲３．３）と比較してマイナス幅が
拡大し、９期連続のマイナス。

＜先行き＞
４～６月期はＢＳＩ値１３．９とプラ

スに転じ、７～９月期もＢＳＩ値２２．
８とプラス幅が拡大するなど、景況感は
改善が続く見込み。

＜規模別＞
足もと（１～３月期）のＢＳＩ値は、

大企業で▲２１．３と２期ぶりのマイナ
ス。中小企業はＢＳＩ値▲３６．５と
マイナス幅が拡大し、９期連続のマイナ
ス。

先行きは大企業、中小企業ともに４～
６月期にプラスに転じ、７～９月期はプ
ラス幅が拡大する見込み。

＜業種別＞
足もとのＢＳＩ値は、製造業、非製造

業ともにマイナス幅は拡大するも、先行
き４～６月期にプラスに転じ、７～９月
期にかけてプラス幅が拡大する見込み。

１．国内景気

－足もと、マイナス幅は拡大するも、先行きは改善を見込む－
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２．自社業況 総合判断
－２期ぶりのマイナス。先行きは慎重ながらも、改善を見込む－

＜足もと＞
２０２１年１～３月期における自社業況

の総合判断は、前期と比べ「上昇」と見る
回答が１９．８％、「下降」と見る回答は
３４．７％。

この結果、ＢＳＩ値は▲１５．０と、２
期ぶりのマイナス。

＜先行き＞
４～６月期はＢＳＩ値▲４．６と引き続

きマイナス圏を推移。７～９月期にはＢＳ
Ｉ値４．３とプラスに転じる見込みで、慎
重ながらも、改善を見込む。

＜規模別＞
足もと（１～３月期）は大企業でＢＳＩ

値が ▲２．５と３期ぶりのマイナス。先
行き４～６月期もマイナス圏を推移するも
のの、７～９月期にはプラスに転じ、業況
は改善に向かう見込み。

一方、中小企業は足もとのＢＳＩ値が
▲２５．７とマイナス幅が拡大し、６期連
続のマイナス。先行きマイナス幅は縮小す
るものの、４～６月期、７～９月期ともマ
イナス圏で推移するなど、企業規模で自社
業況の改善に差。

＜業種別＞
足もとのＢＳＩ値は製造業、非製造業と

もに２期ぶりのマイナス。
先行きは、製造業が４～６月期にプラス

に転じるものの、非製造業はマイナス圏を
推移し、７～９月期にはともにプラスとな
る見込み。
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３．自社業況 個別判断
－ 生産・売上高は２期ぶりのマイナス、経常利益は６期連続のマイナス －

＜生産・売上高＞
足もと（１～３月期）のＢＳＩ値は▲１３．４

となり、２期ぶりのマイナス。
先行き４～６月期（▲６．６）は、マイナス幅

は縮小するものの引き続きマイナス圏を推移。７
～９月期（１．２）はプラスに転じる見込み。

＜経常利益＞
足もとのＢＳＩ値は▲１６．１となり、６期連

続のマイナス。先行きも４～６月期（▲１１．
５）、７～９月期（▲３．４）とマイナス幅は縮
小するものの、引き続きマイナス圏を推移する見
込み。

＜製・商品の価格＞
足もとは全体の８割半ばが「ほぼ不変」。ＢＳ

Ｉ値は２．７と、２期連続のプラス。
先行きも４～６月期（２．１）、７～９月期

（３．３）とプラス圏を推移する見込み。
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＜雇用判断＞
足もとのＢＳＩ値は▲４．８と、３期連続の不

足超過。先行きも４～６月期（▲６．０）、７～
９月期（▲６．０）と不足超過が続く見込み。他
方、「ほぼ適正」とする回答割合が、先行き４～
６月期は７割後半、７～９月期は８割超と増加す
る見込み。

＜製・商品在庫＞
足もとのＢＳＩ値は８．９と過剰局面が続く。
他方、「ほぼ適正」とする回答割合が足もとで

は８割超、先行き４～６月期、７～９月期は９割
超で推移するなど、在庫調整が進む見込み。

＜資金繰り＞
足もとのＢＳＩ値は▲１．５と２期ぶりのマイ

ナス。先行きは４～６月期（▲０．３）、７～９
月期（▲０．９）と「悪化超過」局面が続く見込
み。

10.6 

10.8 

7.7 

6.6 

74.4 

73.6 

78.6 

80.8 

15.0 

15.6 

13.7 

12.6 

2020/10-12

前回調査

2021/1-3

4-6

7-9

雇 用 判 断 過 剰 ほぼ適正 不 足

17.4 

13.6 

5.7 

5.7 

78.8 

81.8 

90.6 

91.5 

3.7 

4.7 

3.8 

2.8 

2020/10-12

前回調査

2021/1-3

4-6

7-9

製・商 品 在 庫 過 剰 ほぼ適正 不 足

10.4 

6.5 

5.3 

5.0 

80.5 

85.6 

89.1 

89.1 

9.1 

7.9 

5.6 

5.9 

2020/10-12

前回調査

2021/1-3

4-6

7-9

資 金 繰 り 改 善 ほぼ不変 悪 化
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【参考－個別判断 企業規模別】

大企業 自社業況 個別判断 中小企業 自社業況 個別判断

＜生産・売上高＞
足もと（１～３月期）の

ＢＳＩ値は、大企業で１．
３と３期連続のプラス。中
小企業は▲２５．１と６期
連続のマイナス。
先行き、大企業は４～６

月期にマイナスに転じるも
のの、７～９月期にはプラ
ス圏を推移する見込み。中
小企業はマイナス局面が続
く見込み。

＜経常利益＞
足もとのＢＳＩ値は大企

業で２期連続のプラス、一
方、中小企業は９期連続の
マイナス。
先行き、大企業は４～６

月期にマイナスに転じるも
のの、７～９月期にはプラ
ス圏に復帰する見込み。中
小企業はマイナス局面が続
く見込み。

＜製・商品の価格＞
足もとのＢＳＩ値は大企

業で５期ぶりにプラス転
換、中小企業は２期連続の
プラス。
先行き、大企業は４～６

月期にマイナスに転じるも
のの、７～９月期にはプラ
ス圏に復帰する見込み。中
小企業は引き続きプラス圏
を推移する見込み。

25.3 

21.2 

23.8 

50.7 

52.7 

66.0 

24.0 

26.0 

10.2 

2021/1-3

4-6

7-9

生 産・売 上 高 増 加 ほぼ不変 減 少

21.9 

22.6 

16.7 

31.0 

46.8 

58.1 

47.1 

30.6 

25.3 

2021/1-3

4-6

7-9

生 産・売 上 高 増 加 ほぼ不変 減 少

24.8 

17.2 

22.3 

50.9 

56.1 

66.2 

24.2 

26.8 

11.5 

2021/1-3

4-6

7-9

経 常 利 益 増 加 ほぼ不変 減 少

17.2 

18.8 

13.6 

35.4 

49.2 

57.6 

47.4 

31.9 

28.8 

2021/1-3

4-6

7-9

経 常 利 益 増 加 ほぼ不変 減 少

10.6 

11.2 

11.2 

80.3 

81.8 

81.8 

9.0 

7.0 

7.0 

2021/1-3

4-6

7-9

製・商 品 の 価 格 上 昇 ほぼ不変 下 降

8.0 

7.4 

4.7 

88.0 

84.5 

92.6 

4.0 

8.1 

2.7 

2021/1-3

4-6

7-9

製・商 品 の 価 格 上 昇 ほぼ不変 下 降
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大企業 自社業況 個別判断 中小企業 自社業況 個別判断

＜雇用判断＞
足もとは大企業、中小企

業ともに３期連続の不足超
過。先行きも大企業、中小
企業ともに「不足超過」局
面が続く見込み。

＜製・商品在庫＞
足もとのＢＳＩ値は大企

業で４．４、中小企業は１
２．２と、ともに過剰超過。

先行きは「ほぼ適正」と
の回答割合が大企業で９割
半ば、中小企業でも９割に
迫る見込み。

＜資金繰り＞
各期を通じ、大企業、中

小企業ともに「ほぼ不変」
が最多。足もとのＢＳＩ値
は大企業が２期ぶりのマイ
ナス、中小企業は横ばい。
大企業は、先行き「悪化超
過」局面が続く見込み。

8.5 

5.6 

4.3 

78.0 

84.6 

86.3 

13.4 

9.9 

9.3 

2021/1-3

4-6

7-9

雇 用 判 断 過 剰 ほぼ適正 不 足

12.8 

9.6 

8.5 

69.7 

73.4 

76.1 

17.6 

17.0 

15.4 

2021/1-3

4-6

7-9

雇 用 判 断 過 剰 ほぼ適正 不 足

6.6 

4.5 

4.5 

91.2 

94.4 

94.4 

2.2 

1.1 

1.1 

2021/1-3

4-6

7-9

製・商 品 在 庫 過 剰 ほぼ適正 不 足

18.7 

6.5 

6.5 

74.8 

87.8 

89.4 

6.5 

5.7 

4.1 

2021/1-3

4-6

7-9

製・商 品 在 庫 過 剰 ほぼ適正 不 足

2.6 

3.4 

2.0 

91.4 

91.9 

94.0 

6.0 

4.7 

4.0 

2021/1-3

4-6

7-9

資 金 繰 り 改 善 ほぼ不変 悪 化

9.5 

6.9 

7.4 

81.0 

86.8 

85.2 

9.5 

6.3 

7.4 

2021/1-3

4-6

7-9

資 金 繰 り 改 善 ほぼ不変 悪 化
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総   計
デジタル
化・DX促

進

テレワーク
など働き
方の多様

化

国内外で
の需要の

増加

国内外で
の需要の

減少

自社の調
達・生産・
販売網等
の見直し

国内外で
の競争激

化

自社の人手

不足による

省力化の必

要性

事業再編・転

換、業態転換

など自社事

業の見直し

自社での
新型コロ
ナ感染防
止対策

世界的な
脱炭素化
に向けた

動き

ここ数年
で投資は

一巡
その他 特になし 無回答

件数 356 140 96 95 86 68 65 54 44 29 29 15 16 41 12 

構成比 ― 39.3 27.0 26.7 24.2 19.1 18.3 15.2 12.4 8.1 8.1 4.2 4.5 11.5 3.4 

件数 164 83 47 49 36 23 35 21 24 16 21 3 11 7 5 

構成比 ― 50.6 28.7 29.9 22.0 14.0 21.3 12.8 14.6 9.8 12.8 1.8 6.7 4.3 3.0 

件数 192 57 49 46 50 45 30 33 20 13 8 12 5 34 7 

構成比 ― 29.7 25.5 24.0 26.0 23.4 15.6 17.2 10.4 6.8 4.2 6.3 2.6 17.7 3.6 

件数 150 52 24 59 37 38 32 28 21 8 17 6 5 13 5 

構成比 ― 34.7 16.0 39.3 24.7 25.3 21.3 18.7 14.0 5.3 11.3 4.0 3.3 8.7 3.3 

件数 206 88 72 36 49 30 33 26 23 21 12 9 11 28 7 

構成比 ― 42.7 35.0 17.5 23.8 14.6 16.0 12.6 11.2 10.2 5.8 4.4 5.3 13.6 3.4 

総   計

大 企 業

中小企業

製造業

非製造業

４．設備投資計画について

（１）来年度（２０２１年度）の設備投資計画に影響を与えた事項（３項目内複数回答）

― 「デジタル化・ＤＸ促進」が最多― ●来年度（２０２１年度）の設備投資計画の予定
額や規模に影響を与えた事項について尋ねたと
ころ、「デジタル化・ＤＸ促進」（３９．３％
）が最多。以下、「テレワークなど働き方の多
様化」（２７．０％）、「国内外での需要の増
加」（２６．７％） 、「国内外での需要の減少
」（２４．２％）、「自社の調達・生産・販売
網の見直し」（１９．１％）と続く。
●規模別でも、大企業、中小企業ともに「デジタ
ル化・ＤＸ促進」が最多。大企業では半数超（
５０．６％）に上る。
●業種別では、製造業は「国内外での需要の増加
」（３９．３％）が約４割で最多となるものの
、非製造業では１割台後半（１７．５％）に止
まり、業種で明暗。非製造業では「デジタル化
・ＤＸ促進」（４２．７％）、「テレワークな
ど働き方の多様化」（３５．０％）が、製造業
と比較して割合が高い。

39.3%
27.0%
26.7%

24.2%
19.1%
18.3%

15.2%
12.4%

8.1%
8.1%

4.2%
11.5%

4.5%
3.4%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

デジタル化・DX促進

テレワークなど働き方の多様化

国内外での需要の増加

国内外での需要の減少

自社の調達・生産・販売網等の見直し

国内外での競争激化

自社の人手不足による省力化の必要性

事業再編・転換、業態転換など自社事業の見直し

自社での新型コロナ感染防止対策

世界的な脱炭素化に向けた動き

ここ数年で投資は一巡

特になし

その他

無回答
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４．設備投資計画について
（２）来年度（２０２１年度）の設備投資計画（単数回答）―７割超が設備投資を予定

●来年度（２０２１年度）の設備投資計画について尋ねたところ、７割超（
７２．３％）の企業が「実施予定」と回答。実施予定の企業のうち、今年度
よりも「増額する」が４割弱（３８．６％）、「ほぼ同額」が３割台半ば（
３５．９％）、「減額する」が２割台半ば（２５．５％）。
●昨年度調査と比較すると、実施予定の企業のうち「増額する」企業の割合
が減少（昨年度４６．３％→今年度３８．６％）し、「減額する」企業の割
合が増加（昨年度１８．３％→今年度２５．５％）。
●規模別では、実施予定の企業のうち、大企業は「増額する」または「ほぼ
同額」と回答した企業の割合が増加（増額：昨年度３８．９％→今年度４２
．３％、同額：昨年度３８．９％→今年度４３．９％）。中小企業は「減額
する」割合が大幅に増加（昨年度１４．２％→今年度３６．７％）。
●業種別では、製造業は「増額する」企業の割合が減少（昨年度５４．１％
→今年度３７．９％）し、「ほぼ同額」の割合が増加（昨年度２４．８％→
今年度３７．１％）。一方、非製造業は、「減額する」企業の割合が増加（
昨年度１６．１％→今年度２５．９％）。

【今年度調査】

積極的 慎重

21 76 

8.4 30.3 

8 44 

6.5 35.8 

13 32 

10.2 25.0 

9 35 

7.8 30.2 

12 41 

8.9 30.4 

2.2 

1 

0.7 

5 

2.5 

見送る

6 

1.7 

2 

1.2 

4 

総 計
実施する

予定

もともと実
施の予定

なし
未 定 無回答

設備投資額（対前年度比）

増額
ほぼ同額 減額

総   計

件数 347 251 
97 

90 64 26 53 11 

構成比 100.0 72.3 
38.6 

35.9 25.5 7.5 15.3 3.2 

大企業

件数 163 123 
52 

54 17 2 30 6 

構成比 100.0 75.5 
42.3 

43.9 13.8 1.2 18.4 3.7 

中小企業

件数 184 128 
45 

36 47 24 23 5 

構成比 100.0 69.6 
35.2 

28.1 36.7 13.0 12.5 2.7 

製造業

件数 150 116 
44 

43 29 7 20 6 

構成比 100.0 77.3 
37.9 

37.1 25.0 4.7 13.3 4.0 

非製造業

件数 197 135 
53 

47 

構成比 100.0 68.5 
39.3 

34.8 25.9 9.6 16.8 2.5 

35 19 33 5 

実施する予定

７２．３％

未定

１５．３％

無回答

３．２％

増額
３８．６％

減額
２５．５％

もともと実施

の予定なし

７．５％

ほぼ同額
３５．９％

見送る

１．７％

積極的 慎重

29 85 

11.8 34.6 

10 39 

7.9 31.0 

19 46 

15.8 38.3 

14 45 

12.8 41.3 

15 40 

10.9 29.2 

実施の予
定なし

未 定

構成比

ほぼ同額

大企業

件数
49 

49 

114 
45 

無回答
設備投資額（対前年度比）

総   計

総 計

54.2 

38.9 

減額

件数

構成比

増額

件数 27 

38 

246 

69.7 35.4 

実施する
予定

31.7 

38.9 

中小企業

件数
65 

構成比

87 

46.3 

100.0 

165 

100.0 

188 

65.6 43.8 

製造業

構成比
54.1 

59 

209 

100.0 

100.0 

144 

28 5 27 

3.1 

非製造業

件数
55 

60 

構成比
40.1 

7 

353 

100.0 

126 

46 50 11 

18.3 13.0 14.2 

16.1 15.8 14.4 4.3 

76.4 

120 

63.8 

109 

75.7 

137 

24.8 21.1 9.0 13.9 1.4 

22 33 30 9 

14.2 21.8 12.2 2.1 

23 13 20 2 

22.2 3.0 16.4 4.2 

17 41 23 4 

【参考：昨年度調査（第７７回 ２０２０年３月１１日発表）】
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●設備等を実施する目的は、「生産性向上・省力化
」が４割台半ば（４４．２％）で最も多く、「ＩＴ
・デジタル化促進」（３６．７％）、「設備の更新
」（３６．７％）などが上位。
●規模別では、中小企業で「生産性向上・省力化」
（４７．７％）、「（老朽）設備の更新（または代
替）」（３９．８％）、「製品の高度化・品質向上
」（３５．２％）が大企業に比べ割合が高い。
●業種別では、製造業は「生産性向上・省力化」（
５５．２％）、「設備の更新」（４２．２％）、「
製品の高度化・品質向上」（３６．２％）が上位。
非製造業では「ＩＴ・デジタル化促進」（４７．４
％）、「生産性向上・省力化」（３４．８％）、「
設備の維持・補修」（３２．６％）と続く。

４．設備投資計画について

（３）設備投資を実施する目的（３項目内複数回答、問４（２）で設備投資を「実施する予定」と回答した２５１社が対象）

―「生産性向上・省力化」「ＩＴ・デジタル化促進」「設備の更新」などが上位－

44.2%
36.7%
36.7%

31.9%

29.9%
26.7%

15.5%
15.1%

12.4%
5.2%
5.2%

1.2%

0.4%
1.2%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

生産性向上・省力化

ＩＴ・デジタル化促進

（老朽）設備の更新（または代替）

設備の維持・補修

増産・販売力増強（国内向け）

製品の高度化・品質向上

研究開発・新商品開発・新分野進出

多様な働き方のための環境整備（働き方改革対応含む）

増産・販売力増強（海外向け）

新型コロナ感染防止対策（換気設備、検温装置、非接触対応）

省エネルギー・環境対策

業態転換

その他

無回答

総   計
生産性向
上・省力

化

ＩＴ・デジタ
ル化促進

(老朽)設
備の更新
(または代

替)

設備の維
持・補修

増産・販
売力増強
（国内向

け）

製品の高
度化・品

質向上

研究開
発・新商
品開発・

新分野進
出

多様な働

き方のた
めの環境
整備（働き
方改革対

応含む）

増産・販
売力増強
（海外向

け）

新型コロ
ナ感染防

止対策
（換気設
備、検温
装置、非

接触対
応）

省エネル
ギー・環境

対策

業態転換 その他 無回答

件数 251 111 92 92 80 75 67 39 38 31 13 13 3 1 3 

構成比 ― 44.2 36.7 36.7 31.9 29.9 26.7 15.5 15.1 12.4 5.2 5.2 1.2 0.4 1.2 

件数 123 50 50 41 41 41 22 24 21 22 5 8 2 1 2 

構成比 ― 40.7 40.7 33.3 33.3 33.3 17.9 19.5 17.1 17.9 4.1 6.5 1.6 0.8 1.6 

件数 128 61 42 51 39 34 45 15 17 9 8 5 1 0 1 

構成比 ― 47.7 32.8 39.8 30.5 26.6 35.2 11.7 13.3 7.0 6.3 3.9 0.8 0.0 0.8 

件数 116 64 28 49 36 34 42 23 7 19 3 8 1 1 1 

構成比 ― 55.2 24.1 42.2 31.0 29.3 36.2 19.8 6.0 16.4 2.6 6.9 0.9 0.9 0.9 

件数 135 47 64 43 44 41 25 16 31 12 10 5 2 0 2 

構成比 ― 34.8 47.4 31.9 32.6 30.4 18.5 11.9 23.0 8.9 7.4 3.7 1.5 0.0 1.5 

総   計

大 企 業

中小企業

製造業

非製造業
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全体 大企業 中小企業 全体 大企業 中小企業
1 2001年3月 ▲ 56.4 ▲ 57.6 ▲ 55.3 ▲ 33.1 ▲ 9.8 ▲ 21.6 ▲ 7.6 ▲ 34.7 ▲ 17.7 ▲ 0.9
2 2001年6月 ▲ 44.2 ▲ 42.2 ▲ 46.2 ▲ 23.5 6.7 ▲ 31.7 ▲ 26.8 ▲ 36.4 ▲ 6.8 9.5
3 2001年9月 ▲ 78.6 ▲ 81.8 ▲ 75.3 ▲ 58.1 ▲ 37.7 ▲ 44.8 ▲ 38.6 ▲ 51.1 ▲ 27.9 ▲ 21.7
4 2001年12月 ▲ 69.8 ▲ 72.8 ▲ 67.0 ▲ 59.3 ▲ 26.8 ▲ 38.4 ▲ 40.7 ▲ 36.4 ▲ 30.9 ▲ 17.4
5 2002年3月 ▲ 66.1 ▲ 63.9 ▲ 68.0 ▲ 33.7 ▲ 11.5 ▲ 37.6 ▲ 32.6 ▲ 42.0 ▲ 20.1 ▲ 3.2
6 2002年6月 ▲ 7.0 4.5 ▲ 17.8 6.4 31.0 ▲ 19.9 ▲ 12.9 ▲ 26.3 ▲ 2.5 15.6
7 2002年9月 ▲ 19.0 ▲ 10.3 ▲ 27.9 ▲ 4.4 2.0 ▲ 15.8 ▲ 4.9 ▲ 26.8 ▲ 5.5 ▲ 3.1
8 2002年12月 ▲ 39.0 ▲ 40.5 ▲ 37.5 ▲ 40.5 16.1 ▲ 7.9 ▲ 6.0 ▲ 9.8 ▲ 18.8 ▲ 10.8
9 2003年3月 ▲ 40.3 ▲ 40.2 ▲ 40.3 ▲ 26.7 ▲ 12.8 ▲ 16.9 0.0 ▲ 32.3 ▲ 19.1 ▲ 7.2
10 2003年6月 ▲ 36.0 ▲ 33.2 ▲ 38.2 ▲ 26.1 ▲ 5.0 ▲ 25.1 ▲ 23.9 ▲ 26.1 ▲ 10.9 4.3
11 2003年9月 6.1 17.3 ▲ 3.9 20.8 16.8 ▲ 5.2 6.3 ▲ 15.5 13.2 7.8
12 2003年12月 27.1 29.7 24.6 16.6 27.5 12.3 11.3 13.1 3.5 6.6
13 2004年3月 30.7 37.1 25.5 37.0 32.9 5.5 17.5 ▲ 4.4 8.1 13.0
14 2004年6月 40.5 51.0 31.5 34.6 35.6 6.8 16.2 ▲ 1.1 18.3 22.3
15 2004年9月 35.0 46.2 24.5 29.3 15.0 14.0 20.7 7.9 15.2 5.7
16 2004年12月 13.5 14.5 12.4 ▲ 9.6 4.5 7.1 12.2 2.4 4.8 4.6
17 2005年3月 ▲ 10.0 ▲ 5.7 ▲ 13.4 5.5 15.7 ▲ 3.0 10.0 ▲ 13.6 3.2 16.5
18 2005年6月 9.2 13.2 4.9 12.9 28.2 ▲ 1.1 3.4 ▲ 5.8 11.0 19.9
19 2005年9月 24.0 31.3 18.1 27.6 23.0 4.1 10.9 ▲ 1.6 18.8 16.8
20 2005年12月 47.5 53.5 41.7 38.8 36.3 16.9 26.6 7.8 20.5 13.9
21 2006年3月 40.7 46.6 35.9 46.5 39.8 14.3 17.8 11.3 15.4 19.9
22 2006年6月 41.1 53.4 29.5 39.0 30.6 7.4 16.9 ▲ 1.6 20.0 25.1
23 2006年9月 35.3 48.1 24.3 34.5 18.7 8.4 25.2 ▲ 6.1 22.7 14.4
24 2006年12月 30.2 40.0 22.5 15.5 15.6 20.7 26.9 15.9 13.0 12.8
25 2007年3月 20.4 31.6 13.9 29.7 24.9 7.3 14.7 3.0 16.0 20.9
26 2007年6月 15.1 27.8 6.9 19.8 22.0 ▲ 0.2 2.7 ▲ 2.0 15.5 24.7
27 2007年9月 3.6 15.3 ▲ 3.4 13.5 10.2 ▲ 1.2 5.7 ▲ 5.4 11.6 12.1
28 2007年12月 ▲ 15.9 ▲ 9.5 ▲ 19.7 ▲ 22.1 ▲ 10.1 3.7 4.5 3.3 ▲ 2.0 ▲ 0.2
29 2008年3月 ▲ 43.9 ▲ 39.2 ▲ 46.6 ▲ 35.1 ▲ 18.8 ▲ 15.6 ▲ 1.4 ▲ 24.1 ▲ 12.9 ▲ 2.6
30 2008年6月 ▲ 48.6 ▲ 49.3 ▲ 48.2 ▲ 44.6 ▲ 32.4 ▲ 22.6 ▲ 20.7 ▲ 23.6 ▲ 17.5 ▲ 6.9
31 2008年9月 ▲ 66.2 ▲ 64.1 ▲ 67.6 ▲ 55.8 ▲ 42.2 ▲ 27.9 ▲ 21.1 ▲ 32.2 ▲ 17.7 ▲ 17.4
32 2008年12月 ▲ 83.1 ▲ 87.8 ▲ 80.1 ▲ 78.4 ▲ 56.9 ▲ 41.7 ▲ 45.0 ▲ 39.7 ▲ 42.4 ▲ 33.4
33 2009年3月 ▲ 87.9 ▲ 90.7 ▲ 86.1 ▲ 65.3 ▲ 39.2 ▲ 63.9 ▲ 63.8 ▲ 63.9 ▲ 52.6 ▲ 36.2
34 2009年6月 ▲ 42.2 ▲ 24.1 ▲ 52.5 ▲ 19.6 8.5 ▲ 46.5 ▲ 39.1 ▲ 50.7 ▲ 23.0 ▲ 1.3
35 2009年9月 ▲ 16.6 2.0 ▲ 27.6 ▲ 5.0 1.7 ▲ 24.4 ▲ 10.1 ▲ 32.9 ▲ 11.1 ▲ 10.2
36 2009年12月 ▲ 16.8 ▲ 7.1 ▲ 23.1 ▲ 23.6 ▲ 5.4 ▲ 14.2 1.0 ▲ 23.8 ▲ 23.6 ▲ 16.8
37 2010年3月 ▲ 9.9 4.7 ▲ 18.8 ▲ 1.4 8.6 ▲ 19.3 ▲ 4.3 ▲ 28.4 ▲ 12.2 0.2
38 2010年6月 4.5 23.4 ▲ 7.7 5.3 18.7 ▲ 6.5 8.3 ▲ 16.2 ▲ 0.2 12.8
39 2010年9月 ▲ 17.1 ▲ 3.8 ▲ 25.9 ▲ 20.2 ▲ 17.0 ▲ 10.6 ▲ 0.5 ▲ 17.2 ▲ 6.3 ▲ 10.0
40 2010年12月 ▲ 18.5 ▲ 12.5 ▲ 22.3 ▲ 15.9 3.7 ▲ 9.9 ▲ 3.5 ▲ 13.8 ▲ 14.4 ▲ 0.2

回数・時期
国内景気 自社業況

足もと
３ヵ月後 ６ヵ月後

足もと
３ヵ月後 ６ヵ月後 全体 大企業 中小企業 全体 大企業 中小企業

41 2011年3月 5.3 11.7 1.1 6.9 9.8 ▲ 1.6 3.4 ▲ 4.8 1.4 5.0
42 2011年6月 ▲ 57.1 ▲ 58.1 ▲ 56.5 ▲ 13.0 17.0 ▲ 24.4 ▲ 26.3 ▲ 23.4 ▲ 9.2 10.7
43 2011年9月 ▲ 9.5 9.7 ▲ 23.4 2.0 5.7 ▲ 8.0 9.2 ▲ 20.4 8.0 2.1
44 2011年12月 ▲ 26.4 ▲ 22.2 ▲ 29.8 ▲ 17.2 0.0 ▲ 9.4 ▲ 3.8 ▲ 13.7 ▲ 10.4 2.1
45 2012年3月 ▲ 8.5 ▲ 0.9 ▲ 14.7 14.3 17.2 ▲ 12.2 ▲ 7.3 ▲ 16.1 1.0 10.1
46 2012年6月 ▲ 4.9 6.3 ▲ 14.6 ▲ 4.7 17.4 ▲ 8.1 ▲ 2.9 ▲ 12.5 5.2 19.0
47 2012年9月 ▲ 9.9 ▲ 0.5 ▲ 17.6 3.2 2.8 ▲ 5.5 3.3 ▲ 12.5 11.7 1.1
48 2012年12月 ▲ 40.5 ▲ 44.0 ▲ 37.6 ▲ 20.0 ▲ 3.0 ▲ 8.4 ▲ 7.6 ▲ 9.0 ▲ 12.3 ▲ 4.6
49 2013年3月 22.0 32.3 13.0 37.7 38.0 ▲ 1.7 9.8 ▲ 11.6 7.9 24.5
50 2013年6月 45.8 54.5 36.6 47.4 43.6 8.2 10.3 6.1 20.5 24.9
51 2013年9月 32.8 42.8 22.7 37.3 35.3 8.0 21.3 ▲ 5.5 22.9 16.3
52 2013年12月 47.6 58.3 38.9 47.0 ▲ 5.6 22.8 29.9 17.0 19.3 ▲ 4.9
53 2014年3月 50.4 59.1 42.7 ▲ 31.3 26.9 20.2 30.2 11.3 ▲ 18.8 16.6
54 2014年6月 ▲ 27.6 ▲ 31.6 ▲ 23.8 33.4 37.6 ▲ 18.4 ▲ 19.5 ▲ 17.4 14.8 23.6
55 2014年9月 17.1 35.2 1.2 27.4 17.8 4.5 18.7 ▲ 7.7 17.8 15.1
56 2014年12月 6.4 13.0 0.4 4.5 14.2 9.4 13.1 6.1 3.9 3.0
57 2015年3月 18.2 30.7 7.5 23.8 26.2 8.2 21.1 ▲ 2.8 4.2 16.7
58 2015年6月 21.0 32.7 10.6 25.4 28.2 ▲ 2.4 2.3 ▲ 6.5 16.0 22.3
59 2015年9月 10.0 18.4 2.7 16.0 13.1 4.7 15.4 ▲ 4.3 17.0 13.0
60 2015年12月 4.9 7.0 3.1 0.0 10.0 7.5 10.2 5.2 7.3 ▲ 0.7
61 2016年3月 ▲ 28.1 ▲ 23.9 ▲ 31.9 ▲ 7.8 2.1 ▲ 2.8 1.0 ▲ 6.2 4.3 8.4
62 2016年6月 ▲ 18.6 ▲ 12.8 ▲ 23.7 ▲ 6.1 5.2 ▲ 10.9 ▲ 14.9 ▲ 7.5 4.5 15.1
63 2016年9月 ▲ 13.6 ▲ 6.9 ▲ 19.3 2.0 1.6 ▲ 3.8 5.5 ▲ 11.4 7.0 5.4
64 2016年12月 4.8 6.7 3.0 1.0 3.6 6.3 10.4 2.5 5.1 ▲ 1.3
65 2017年3月 8.6 18.4 0.0 13.8 15.4 3.8 16.6 ▲7.1 6.5 15.5
66 2017年6月 14.0 23.9 5.2 15.5 22.1 5.0 5.9 4.2 12.1 19.7
67 2017年9月 18.1 24.5 12.8 22.0 16.3 8.9 18.4 0.9 20.7 13.5
68 2017年12月 40.7 42.0 39.5 25.7 21.3 22.3 26.5 18.5 18.1 5.3
69 2018年3月 19.5 23.8 15.4 21.6 21.1 12.2 24.3 0.5 7.0 13.1
70 2018年6月 18.5 20.4 16.7 23.2 22.6 2.3 ▲ 2.7 6.7 18.7 21.9
71 2018年9月 12.3 13.6 11.3 18.0 12.9 5.9 5.9 5.9 17.3 11.4
72 2018年12月 16.2 15.9 16.5 1.9 12.1 13.3 11.7 14.9 9.9 2.7
73 2019年3月 ▲ 5.5 ▲ 0.6 ▲ 10.0 3.9 11.5 2.2 6.4 ▲ 1.6 ▲ 3.4 9.0
74 2019年6月 ▲ 20.7 ▲ 16.2 ▲ 24.9 ▲ 10.7 ▲ 25.2 ▲ 8.8 ▲ 13.0 ▲ 5.0 7.7 ▲ 0.5
75 2019年9月 ▲ 15.4 ▲ 12.4 ▲ 18.4 ▲ 33.4 ▲ 15.6 3.0 3.3 2.7 ▲ 1.9 3.0
76 2019年12月 ▲ 27.9 ▲ 27.5 ▲ 28.4 ▲ 8.3 ▲ 3.3 ▲ 8.9 ▲ 4.2 ▲ 12.9 2.8 ▲ 5.3
77 2020年3月 ▲ 54.0 ▲ 56.9 ▲ 51.5 ▲ 32.4 1.1 ▲ 24.1 ▲ 23.0 ▲ 25.0 ▲ 21.8 ▲ 2.8

78 2020年6月 ▲ 91.0 ▲ 91.5 ▲ 90.5 ▲ 39.5 ▲ 15.4 ▲ 77.8 ▲ 78.4 ▲ 77.3 ▲ 37.5 ▲ 19.2

79 2020年9月 ▲ 29.1 ▲ 3.8 ▲ 52.0 ▲ 20.4 ▲ 17.4 ▲ 17.6 6.1 ▲ 38.6 ▲ 12.2 ▲ 13.5

80 2020年12月 ▲ 3.3 6.7 ▲ 11.9 ▲ 16.3 12.0 5.7 13.5 ▲ 1.0 ▲ 9.8 ▲ 5.8

81 2021年3月 ▲ 29.5 ▲ 21.3 ▲ 36.5 13.9 22.8 ▲ 15.0 ▲ 2.5 ▲ 25.7 ▲ 4.6 4.3

回数・時期
国内景気 自社業況

足もと
３ヵ月後 ６ヵ月後

足もと
３ヵ月後 ６ヵ月後

【参考－BSI値の推移】
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